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名  称 Fujisawa サステイナブル・スマートタウン地区地区計画 

位  置 藤沢市辻堂元町六丁目地内 

面  積 約１９．３ｈａ 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の

目標 

本地区は、本市の６つの都市拠点の１つである藤沢駅周辺地区と辻堂駅周辺地区の中間に位置する大規模工場跡地において、「Fujisawa サステイナブル・スマートタウン」構想（以下「スマートタウン構想」という。）の実現をコンセプトとした、都市における低炭素化へ

の先駆的な取組を推進する環境創造まちづくり拠点の形成を図る地区である。 

本地区計画は、まち全体の「ＣＯ２排出量を可能な限り削減」と「エネルギーの自給自足」を目指し、その実現に向けては「タウン・エネルギー・マネジメント」概念の導入による効率的な運用を推進し、あわせて、次のコンセプトに基づくまちづくりを進め、スマートタ

ウン構想の実現を図ることを目標とする。 

１）公民の協働・連携によるスマートタウン構想の実現 

２）藤沢市の都市構造・都市機能の強化 

① 交通ネットワーク等の都市構造を強化し、新たな地域再生を図るために、地域が求める少子高齢社会を見据えた都市機能を補完する。 

② 地域のまちづくりと暮らしに貢献する機能や空間を整備し周辺環境との調和を図るとともに、開発地区全体として調和のとれた美しい街並みを形成する。 

③ 本地区北側の既存の緑地帯の保全・再生に努め、引地川の親水機能等を地域資源として活かしながら、新たに快適な環境･魅力的な景観を創造する。 

④ 防災・減災の視点からまちづくり機能を強化する。 

土地利用の

方針 

スマートタウン構想の実現を踏まえ、多様な機能を持つ地区を形成するために、土地利用を４つのエリアに分け、周辺環境との調和に配慮した市街地を形成することに留意した土地利用を転換･誘導し、住宅､中小規模商業施設､福祉･健康・教育施設等､多種多様な展開が可

能となる複合的な土地利用を図るものとする｡ 

また、地域に貢献する防災、コミュニティ及び交流等の施設用地を位置づけ、防災・減災の視点から、地域に貢献する機能を強化するものとする。 

１）低層住宅地区 

周辺環境との調和に配慮し、良好な居住環境の確保を図る。 

２）中高層住宅地区 

良好な居住環境の確保を図るとともに、本地区北側の既存の緑地帯への空間配慮を行うものとする。 

３）福祉・健康・教育地区 

特別養護老人ホーム、保育所及び福祉、健康、教育施設等の土地利用を誘導する。 

４）生活支援地区 

居住者及び近隣居住者の生活サービスを提供する必要最小限の商業、業務等の土地利用を誘導する。 

５）その他 

防災・減災、コミュニティ及び交流に資する機能とスマートタウンを発信する機能の導入を図る。 

公共施設等

の整備の 

方針 

利用するすべての人が快適で安全に利用できる施設の整備を目指し、バリアフリーを含むユニバーサルデザイン化を積極的に推進するとともに、環境負荷低減に配慮した整備を行うものとする。 

１）道路 

① 明治地区と辻堂地区を結ぶ新たな補助幹線道路を整備し、ＪＲ東海道本線により分断された南北交通の連絡強化を図るとともに、安全で効率的な交通環境の確保を図るものとする。 

② 安全性、利便性及び防災性等の観点から、周辺の既存道路ネットワークとの連携を図るとともに、通過交通を分離して、既存道路ネットワークの改善に寄与するよう地区内道路網を整備するものとする。 

③ 周辺地区との交通流出入の抑制を図るための土地利用・区画道路計画とするとともに、沿道宅地と一体的な歩行者空間の形成を図るものとする。 

④ 本地区の有機的一体性を高め、安全かつ快適な歩行者動線を確保するため、主要な歩行者空間ネットワークを整備する。また、本地区外の生活道路と連携するよう、地域住民が利用しやすい歩行者空間ネットワークを形成するものとする。 

２）緑地･公園等 

① 本地区北側の既存の緑地帯の保全・再生に努め、引地川緑地や近接する大荒久公園等と、本地区内の公園･緑道等との連続性に十分配慮した緑のネットワークの構築を図るものとする。 

３）その他 

① 景観への配慮とライフラインの円滑な供給の観点から､架空線等のない快適な空間・景観形成を行う。 

建築物等の

整備の方針 

土地利用の方針の実現や環境負荷低減に向けて、建築物の用途の制限、高さの最高限度、敷地面積の最低限度など、地区特性に応じて必要な建築物等に関する事項を定めるものとする。 

また、個性とうるおいのある景観形成を図るため、建築物、工作物及び屋外広告物の形態、意匠及び色彩については、地区全体としての調和を図るものとする。 

環境配慮の

方針 

自然再生エネルギーを有効活用するとともに、自然環境と共生するまちを実現するために、環境共生及び環境配慮に向けた取組を推進するものとする。 

１）省エネ、創エネ、蓄エネによるまちぐるみＣＯ２排出量削減やエネルギー自給率向上、自然再生エネルギーの有効活用、資源リサイクルに取組み、環境負荷低減に努めるものとする。また、その実現を図るため、エネルギー設備機器の導入に努めるものとする。 

２）雨水貯留施設等を設置し、雨水流出抑制を図るとともに、生活用水の節水に努めるものとする。 

３）地域の植生と生物多様性を考慮した緑化を図るものとする。また、敷地内及び建物の緑化、道路内の緑化による潤いのある環境形成に努めるものとする。 

４）カーシェアリング、バイクシェアリングなど環境負荷低減システムの導入に努めるものとする。 

５）安全・安心なまちづくりを図るため、防犯対策に努めるものとする。 

計  画  書 第１７３回 藤沢市都市計画審議会 
資料２－２ 
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地
区
整
備
計
画 

地
区
施
設
の 

配
置
及
び
規
模 

その他の公共施設 

緑道１号 幅員３０ｍ 延長約１８ｍ 

緑道２号 幅員１０ｍ 延長約９６ｍ 

緑道３号 幅員１０ｍ 延長約１０ｍ 

歩道状空地 幅員５ｍ 延長約１５５ｍ 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の名称 低層住宅地区Ａ 低層住宅地区Ｂ 低層住宅地区Ｃ 中高層住宅地区 福祉・健康・教育地区 生活支援地区 

地区の面積 約１３．７ｈａ 約０．９ｈａ 約０．８ｈａ 約１．８ｈａ 約１．０ｈａ 約１．１ｈａ 

建築物等の用途の制限 

次の各号に掲げる建築物以外の建築

物は建築してはならない。 

１ 一戸建ての住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもののうち建

築基準法施行令第１３０条の３で定

めるもの 

３ 長屋又は共同住宅（３戸以上のも

のを除く。） 

４ 診療所 

５ 巡査派出所、公衆電話所その他こ

れらに類する建築基準法施行令第１

３０条の４で定める公益上必要な建

築物 

６ 集会所（町内会等、一定の地区の

住民を対象としたものに限る。） 

７ 前各号の建築物に附属するもの

（建築基準法施行令第１３０条の５

で定めるものを除く。） 

８ 防災備蓄倉庫 

９ 自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（１階部

分のみをその用途に供するものに限

る。） 

次の各号に掲げる建築物以外の建築

物は建築してはならない。 

１ 一戸建ての住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもののうち建

築基準法施行令第１３０条の３で定

めるもの 

３ 長屋又は共同住宅（３戸以上のも

のを除く。） 

４ 診療所 

５ 巡査派出所、公衆電話所その他こ

れらに類する建築基準法施行令第１

３０条の４で定める公益上必要な建

築物 

６ 集会所（町内会等、一定の地区の

住民を対象としたものに限る。） 

７ 事務所又は店舗、飲食店その他こ

れらに類する用途に供するもののう

ち建築基準法施行令第１３０条の５

の３で定めるものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が１，５００

平方メートル以内のもの 

８ 前号の建築物に併設する動物病院

又はペットショップ、小動物を対象

とした宿泊施設でその用途に供する

部分の床面積の合計が１５０平方メ

ートル以内のもの 

９ 第７号の建築物に併設する工場

（原動機を使用する場合にあって

は、その出力の合計が０．７５キロ

ワット以下のものに限る。） 

10 第１号から第７号までの建築物に

附属するもの（建築基準法施行令第

１３０条の５で定めるものを除く。） 

11 防災備蓄倉庫 

12 自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（１階部

分のみをその用途に供するものに限

る。） 

次の各号に掲げる建築物以外の建築

物は建築してはならない。 

１ 一戸建ての住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもののうち建

築基準法施行令第１３０条の３で定

めるもの 

３ 長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 老人ホーム、保育所 

５ 診療所 

６ 巡査派出所、公衆電話所その他こ

れらに類する建築基準法施行令第１

３０条の４で定める公益上必要な建

築物 

７ 集会所（町内会等、一定の地区の

住民を対象としたものに限る。） 

８ 事務所又は店舗、飲食店その他こ

れらに類する用途に供するもののう

ち建築基準法施行令第１３０条の５

の３で定めるものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が５００平方

メートル以内のもの（３階以上の部

分をその用途に供するものを除く。） 

９ ボーリング場、スケート場、水泳

場その他これらに類する建築基準法

施行令第１３０条の６の２で定める

もの 

10 前各号の建築物に附属するもの

（建築基準法施行令第１３０条の５

の５第１号から第３号までに掲げる

ものを除く。） 

11 工場（原動機を使用する場合にあ

っては、その出力の合計が０．７５

キロワット以下のものに限る。） 

12 危険物の貯蔵又は処理に供するも

のでその用途に供する部分の床面積

の合計が５００平方メートル以内の

もの 

13 防災備蓄倉庫 

14 自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（１階部

分のみをその用途に供するものに限

る。） 

次の各号に掲げる建築物以外の建築

物は建築してはならない。 

１ 長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

２ 保育所 

３ 診療所 

４ 巡査派出所、公衆電話所その他こ

れらに類する建築基準法施行令第１

３０条の４で定める公益上必要な建

築物 

５ 集会所（町内会等、一定の地区の

住民を対象としたものに限る。） 

６ 事務所又は店舗、飲食店その他こ

れらに類する用途に供するもののう

ち建築基準法施行令第１３０条の５

の３で定めるものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が５００平方

メートル以内のもの（３階以上の部

分をその用途に供するものを除く。） 

７ ボーリング場、スケート場、水泳

場その他これらに類する建築基準法

施行令第１３０条の６の２で定める

もの 

８ 前各号の建築物に附属するもの

（建築基準法施行令第１３０条の５

の５第１号から第３号までに掲げる

ものを除く。） 

９ 工場（原動機を使用する場合にあ

っては、その出力の合計が０．７５

キロワット以下のものに限る。） 

10 危険物の貯蔵又は処理に供するも

のでその用途に供する部分の床面積

の合計が５００平方メートル以内の

もの 

11 防災備蓄倉庫 

12 自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（１階部

分のみをその用途に供するものに限

る。） 

次の各号に掲げる建築物は建築して

はならない。 

１ 一戸建ての住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもの 

３ 自動車教習所 

４ 畜舎（動物病院又はペットショッ

プ、小動物を対象とした宿泊施設で

その用途に供する部分の床面積の合

計が１５０平方メートル以内のもの

を除く。） 

次の各号に掲げる建築物は建築して

はならない。 

１ 一戸建ての住宅 

２ 住宅で事務所、店舗その他これら

に類する用途を兼ねるもの 

３ 長屋、共同住宅、寄宿舎又は下宿 

４ 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

５ ホテル又は旅館 

６ 自動車教習所 

７ 建築基準法施行令第１３０条の７

で定める規模の畜舎 

８ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発売所、場外車券売

場その他これらに類するもの（準住

居地域内に限る。） 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の 

区分 

地区の 

名称 
低層住宅地区Ａ 低層住宅地区Ｂ 低層住宅地区Ｃ 中高層住宅地区 福祉・健康・教育地区 生活支援地区 

建築物の敷地面積の 

最低限度 

１２０平方メートル 

ただし、建築物の敷地が幅員４メー

トル未満の路地状部分のみによって建

築基準法第４２条第１項に定める道路

に接する場合は、１３０平方メートル

を建築物の敷地面積の最低限度とす

る。 

次の各号に掲げる建築物の敷地面積

については、当該各号に掲げる数値以

上でなければならない。 

１ 事務所若しくは店舗、飲食店その

他これらに類する用途に供するもの

のうち建築基準法施行令第１３０条

の５の３で定めるもの又は動物病院

若しくはペットショップ、小動物を

対象とした宿泊施設又は工場 

２，０００平方メートル 

２ 前号に掲げる用途以外の建築物 

１２０平方メートル 

ただし、建築物の敷地が幅員４メ

ートル未満の路地状部分のみによっ

て建築基準法第４２条第１項に定め

る道路に接する場合は、１３０平方

メートルとする。 

次の各号に掲げる建築物の敷地面積

については、当該各号に掲げる数値以

上でなければならない。 

１ 長屋、共同住宅、寄宿舎若しくは

下宿（３戸以上のものに限る。）又は

老人ホーム若しくは保育所又はボー

リング場、スケート場、水泳場その

他これらに類する建築基準法施行令

第１３０条の６の２で定めるもの 

５００平方メートル 

２ 前号に掲げる用途以外の建築物 

１２０平方メートル 

ただし、建築物の敷地が幅員４メ

ートル未満の路地状部分のみによっ

て建築基準法第４２条第１項に定め

る道路に接する場合は、１３０平方

メートルとする。 

５００平方メートル 

ただし、次の各号に掲げる建築物の敷地については、この限りでない。 

１ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

２ 防災備蓄倉庫 

壁面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から建築基準法第４２条第１項に定める道路及び歩行者専用道路の境界線までの距

離は、１メートル以上でなければならない。 

ただし、次の各号に掲げる建築物の部分については、この限りでない。 

１ 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル以下であるもの 

２ 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内

であるもの 

３ 自動車又は自転車車庫の用途に供し、軒の高さが２．３メートル以下であるもの 

４ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

５ 防災備蓄倉庫 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から隣地境界線までの距離は、１メートル、建築基準法第４２条第１項に定める道

路及び歩行者専用道路の境界線までの距離は、計画図に掲げる値以上でなければならない。 

ただし、次の各号に掲げる建築物の部分については、この限りでない。 

１ 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する建築基準法施行令第１３０条の４で定める公益上必要な建築物 

２ 防災備蓄倉庫 

壁面後退区域における

工作物の設置の制限 

壁面の位置の制限として定められた限度の線と建築基準法第４２条第１項に定める道路及び歩行者専用道路の境界線との

間の土地の区域については、次の各号に掲げる工作物を設置してはならない。 

１ 自動販売機 

２ 機械式駐車場 

３ 前２号に掲げる工作物に類するもの 

壁面の位置の制限として定められた限度の線と建築基準法第４２条第１項に定める道路及び歩行者専用道路の境界線と

の間の土地の区域については、次の各号に掲げる工作物を設置してはならない。 

１ 屋外広告物（地区の名称等を表示するもの又は地区の案内図等で、周囲の景観に調和し、かつ営利を目的としないも

のを除く。） 

２ 自動販売機 

３ 機械式駐車場 

４ 前３号に掲げる工作物に類するもの 
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地
区
整
備
計
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建
築
物
等
に
関
す
る
事
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地区の 

区分 

地区の 

名称 
低層住宅地区Ａ 低層住宅地区Ｂ 低層住宅地区Ｃ 中高層住宅地区 福祉・健康・教育地区 生活支援地区 

建築物の高さの 

最高限度 

建築物の高さは、建築基準法施行令第２条第１項第６号に規定するものとし、軒の高さは同項第７号に規定するものとする。 

１ 建築物の高さは、１０メートルか

つ階数は２を超えてはならない。 

２ 建築物の軒の高さは、７メートル

を超えてはならない。 

次の各号に掲げる建築物の高さの最

高限度については、当該各号に掲げる

数値を超えてはならない。 

１ 事務所若しくは店舗、飲食店そ

の他これらに類する用途に供する

もののうち建築基準法施行令第１

３０条の５の３で定めるもの又は

動物病院若しくはペットショッ

プ、小動物を対象とした宿泊施設

又は工場 

(1) 建築物の高さ１２メートル 

(2) 建築物の軒の高さ１０メート

ル 

２ 前号に掲げる用途以外の建築物 

(1) 建築物の高さ１０メートルか

つ階数は２ 

(2) 建築物の軒の高さ７メートル 

次の各号に掲げる建築物の高さの最

高限度については、当該各号に掲げる

数値を超えてはならない。 

１ 長屋、共同住宅、寄宿舎若しく

は下宿（３戸以上のものに限る。）

又は老人ホーム若しくは保育所又

はボーリング場、スケート場、水

泳場その他これらに類する建築基

準法施行令第１３０条の６の２で

定めるもの 

建築物の高さ１２メートル 

２ 前号に掲げる用途以外の建築物 

(1) 建築物の高さ１０メートルか

つ階数は２ 

(2) 建築物の軒の高さ７メートル 

建築物の高さは、４５メートルを超えてはならない。 建築物の高さは、２０メートルを超

えてはならない。 

建築物の緑化率の 

最低限度 

良好な緑地環境の形成を図るため、各地区における敷地面積の緑化率の最低限度を次のとおり定める。 

緑化率の算定は、藤沢市緑の保全及び緑化の推進に関する条例施行規則(平成２１年６月３０日規則第２４号)に定める緑地面積の算定方法及び植栽基準によるものとする。 

また、壁面の位置の制限として定められた限度の線と建築物の敷地に接する歩行者専用道路の境界線との間の土地の区域は過半を緑化し、その延長は建築物の敷地が歩行者専用道路に接する延長の２分の１以上とする。 

１０分の１ １０分の２ １０分の１ 

土地の利用に関する事項 

１ 緑のネットワークの構築に必要な本地区北側の既存の緑地帯を、保全・再生しなければならない。 

ただし、防災上又は公益上やむを得ない場合は、この限りでない。 

２ 建築物の敷地の地盤面の高さは、土地区画整理法（昭和２９年５月２０日法律第１１９号）第９８条第１項に規定する仮換地により使用若しくは収益を開始することができる日又は同法第１０３条第４項に規定する換地処分の公告日における地盤面

の高さより変更してはならない。 

ただし、開発行為（都市計画法（昭和４３年法律第１００号)第４条第１２項に規定する開発行為で、その規模が５００平方メートル以上のものをいう。)によるもの又は整地、造園及び車庫の設置等のための必要最低限度の変更は、この限りでな

い。 

「区域、地区整備計画の区域、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 
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